
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[108,384円]
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給与水準   （国との比較）
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [6.72人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [14.6%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [69.2%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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財政構造の弾力性
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定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

飯塚市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
（H18年3月26日市町村合併によりH16年度数値なし）
○財政力指数
　 旧産炭地特有の経済構造として、生活保護率が高いなど低所得者が多く、併せて人口の減
少、高齢化の進展に伴う税収等の低迷により歳入が減少している。類似団体と比較して大きな
差があり、今後、地方税の徴収率の向上や企業誘致の推進により税収の確保を図っていかなけ
ればならない。

○経常収支比率
 　生活保護費、乳幼児医療費等の受給者増による扶助費の増、合併特例債の元金償還開始等
による公債費の増など経常経費の増に加えて、三位一体の改革等による地方交付税の削減
等、経常一般財源の減少により経常収支比率が高い水準にある。前年度の数値からは0.3ポイ
ント悪化し、依然として類似団体平均を大きく上回っている。今後、更なる行財政改革の取り組み
により、人件費等の義務的経費の削減を図っていかなければならない。

○人口1人当たり人件費・物件費等決算額
 　人件費、物件費及び維持補修費の合計額の人口1人当たりの金額が類似団体平均を上回っ
ているのは、主に人件費が要因となっている。合併により増となった職員を削減するために行財
政改革実施計画に基づき取組みを行ってきたが、平成18年度から3年間で約14%（141人）削減し
ている。（1,022人⇒881人）また、同計画第一次改訂版では、今後5年間（H21～H26）でさらに約
14％（121人）の削減を目標としており、今後も全事務事業の見直し、公民連携の推進等により適
正な定員管理を図っていかなければならない。

○ラスパイレス指数
　 類似団体と比較して同水準であるが、今後も他団体の水準や民間給与の状況を踏まえ、給与
の適正化に勤めていかなければなら ない。

○将来負担比率
 　地方債現在高の減、充当可能財源等の地方債現在高に対する比率の増により、8.1%の減と
なっている。地方債現在高のピークは越えたが、現在進めている学校の大規模改造、公営住宅
の建替え等、施設の改良事業も年次計画で行い、交付税措置率の高い地方債を選択することに
より将来負担の適正化を図っていかなければならない。

○実質公債費比率
　 近年の大型事業の実施により、その財源として借り入れた地方債、返済するための公債費も
平成20年度がピークとなり、以降減少しているが、今後も施設の改良事業等を計画しているた
め、事業実施に際しては年次計画により将来負担の適正化を図っていかなければならない。

○人口1,000人当たり職員数
 　民間委託や退職勧奨による早期退職者の増により、前年度と比較して約0.48人の減となって
いる。今後も、市民サービスを維持しながら全般的な事業の見直し等を行い、適正な定員管理を
図っていかなければならない。


